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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期
第１四半期
連結累計期間

第48期
第１四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,347,535 1,349,409 5,561,765

経常利益又は経常損失(△) (千円) 4,379 △2,662 △8,137

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △179 4,654 △25,885

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △6,336 △10,387 18,038

純資産額 (千円) 1,233,752 1,247,740 1,258,127

総資産額 (千円) 3,303,770 3,157,996 3,235,557

１株当たり四半期純利益金額又は１
株当たり四半期(当期)純損失金額
(△)

(円) △0.06 1.59 △8.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.34 39.51 38.88
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
　

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
　

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に、企業収益は

引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、中国経済の減速傾向や米国の保護主義政策、中東情勢

の不安定化による地政学的リスクの高まり等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

また、当社グループを取り巻く環境におきましても、お客さまからのコスト削減要請等が続いている状況にあ

ることから、厳しい状況で推移いたしました。

　こうした状況のもと、当社グループは引き続き「お客さま第一主義」に徹した経営姿勢を貫き、業務品質の向

上に取り組むとともに、お客さまのニーズに合った提案型営業を推進し、新規業務の受注や既存先の仕様拡大等

に注力してまいりました。

　費用面におきましては、更なる原価管理の徹底、ならびに販売管理費の削減に努めてまいりましたが、人材の

確保・教育訓練等の費用増加、新規事業立ち上げに伴う先行費用の影響により、利益面では厳しい状況で推移い

たしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は13億4,940万円（前年同四半期比0.1％増）と

なりましたが、利益面につきましては、経常損失は266万円（前年同四半期は437万円の経常利益）、親会社株主

に帰属する四半期純利益につきましては、465万円（前年同四半期は17万円の親会社株主に帰属する四半期純損

失）となりました。

 
セグメント別の概況は次のとおりです。

 
①建物総合管理サービス事業

建物総合管理サービス事業につきましては、企業間競争やお客さまからのコスト削減継続に加え、従前より懸

案となっております人材不足と高齢化の問題が顕著に現われ、人材の確保におきましても厳しい状況で推移いた

しました。

このような状況のもと、設備管理業におきましては、既存先の給水設備改修や自動火災報知設備改修等の大型

臨時案件を受注いたしました。工事業におきましても、昨年に引き続き大型シャッター改修工事が第２四半期に

予定されており、業績に寄与することが期待されます。また、主力業務である警備業におきましては、既存先へ

のセキュリティ強化の提案と、新規のお客さまへの継続的な営業推進により、数か所の新規常駐事業所を受注い

たしました。しかしながら、臨時警備業務におきましては、人材不足ならびに価格競争により、業務の受注が大

きく伸び悩みました。

費用面におきましては、毎年改定される最低賃金の引上げや社会保険料等の高騰、人材の新規採用に伴う募集

費用ならびに、品質向上に向けた教育研修費用の増加から利益面でも厳しい状況で推移いたしました。　

 この結果、売上高は10億6,951万円（前年同四半期比4.6％増）となりましたが、セグメント利益は7,520万円

（前年同四半期比3.7％減）となりました。
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②人材サービス事業

人材サービス事業につきましては、国内の景況感は海外情勢の影響等により不透明感があるものの、企業の労

働力確保に関する意識の高まりから有効求人倍率は依然として高い水準を維持し、人材派遣へのニーズも継続し

て増加傾向にあります。

このような状況のもと、既存顧客からの一般事務派遣やデータ入力業務、その他イベント運営等の要請対応に

加え、新規顧客開拓も積極的に進めてまいりましたが、一方で人材確保は困難を極め、更には官公庁案件の不落

札、コールセンター派遣の要請縮小等により、売上、利益とも前年を下回る結果となりました。

この結果、売上高は２億5,683万円（前年同四半期比14.6％減）となり、セグメント利益は258万円（前年同四

半期比74.4％減）となりました。

 

③介護サービス事業

介護サービス事業につきましては、増大する社会保障費用に対する削減圧力が強まっており、法改正による介

護報酬の削減や競合の激化等、事業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いております。

このような状況のもと、新たにケアマネージャーおよびサービス提供責任者を採用し、新規の介護サービス利

用者獲得を進めてまいりましたが、利用を終了される方も多数発生しており、コスト上昇をカバーするまで至っ

ておりません。

この結果、売上高は2,305万円（前年同四半期比3.8％減）となり、セグメント損失は41万円（前年同四半期は

20万円のセグメント損失）となりました。

 

（２）財政状態の分析

 

（総資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、31億5,799万円となり、前連結会計年度末に比べ7,756万円減

少しました。主な要因は、借入金の返済により現預金が減少したこと等によるものです。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、19億1,025万円となり、前連結会計年度末に比べ6,717万円減少

しました。主な要因は、買掛金が減少したこと等によるものです。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、12億4,774万円となり、前連結会計年度末に比べ1,038万円減

少しました。主な要因は、退職給付に係る調整累計額が減少したこと等によるものです。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題
 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動
 

当第１四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

（５）従業員数
 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

（６）生産、受注及び販売の実績
 

①生産実績及び受注状況

当社グループは、役務提供を主体としているため、受注生産は行っておりません。このため、生産、受注の記

載は行っておりません。

 

②販売実績

当第１四半期連結累計期間において、販売実績の著しい変動はありません。

 

（７）主要な設備
 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,560,000

計 10,560,000
 

 

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,940,000 2,940,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。

計 2,940,000 2,940,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　
該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　
該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 2,940 ― 302,000 ― 242,000
 

 

 

(6) 【大株主の状況】
 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】
 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 5,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,934,600
29,346 ―

単元未満株式
普通株式

400
― ―

発行済株式総数 2,940,000 ― ―

総株主の議決権 ― 29,346 ―
 

 

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社アール・エス・シー

東京都豊島区東池袋
３丁目１－３

5,000 ― 5,000 0.17

計 ― 5,000 ― 5,000 0.17
 

(注) 当該株式は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」欄に含めております。

 

 

２ 【役員の状況】
 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,430,471 1,349,985

  受取手形及び売掛金 677,906 651,113

  原材料及び貯蔵品 8,958 9,768

  繰延税金資産 20,329 7,461

  その他 13,681 16,932

  貸倒引当金 △311 △230

  流動資産合計 2,151,036 2,035,030

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 370,226 370,226

    減価償却累計額 △282,600 △284,094

    建物及び構築物（純額） 87,625 86,132

   土地 364,693 364,693

   その他 69,021 72,385

    減価償却累計額 △58,217 △58,324

    その他（純額） 10,804 14,061

   有形固定資産合計 463,123 464,886

  無形固定資産   

   借地権 47,121 47,121

   ソフトウエア 85,437 80,940

   電話加入権 7,123 7,123

   無形固定資産合計 139,682 135,185

  投資その他の資産   

   投資有価証券 189,152 197,404

   長期貸付金 115 －

   差入保証金 65,920 68,666

   保険積立金 84,755 86,931

   繰延税金資産 139,567 167,778

   その他 2,203 2,111

   投資その他の資産合計 481,715 522,892

  固定資産合計 1,084,521 1,122,965

 資産合計 3,235,557 3,157,996
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 160,769 88,789

  短期借入金 93,200 127,499

  1年内返済予定の長期借入金 337,911 318,644

  未払費用 350,563 337,874

  未払法人税等 13,277 3,341

  未払消費税等 58,984 80,540

  賞与引当金 43,525 14,891

  その他 27,997 54,992

  流動負債合計 1,086,228 1,026,573

 固定負債   

  長期借入金 349,595 309,712

  長期未払金 － 70,945

  役員退職慰労引当金 81,763 4,658

  退職給付に係る負債 459,843 498,366

  固定負債合計 891,202 883,682

 負債合計 1,977,430 1,910,255

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 302,000 302,000

  資本剰余金 250,237 250,237

  利益剰余金 628,709 633,364

  自己株式 △1,760 △1,760

  株主資本合計 1,179,186 1,183,841

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 61,108 66,835

  退職給付に係る調整累計額 17,832 △2,936

  その他の包括利益累計額合計 78,941 63,899

 純資産合計 1,258,127 1,247,740

負債純資産合計 3,235,557 3,157,996
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,347,535 1,349,409

売上原価 1,145,472 1,150,995

売上総利益 202,063 198,413

販売費及び一般管理費 198,351 202,332

営業利益又は営業損失（△） 3,711 △3,918

営業外収益   

 受取利息 37 0

 受取配当金 2,214 2,121

 不動産賃貸料 336 364

 雑収入 819 627

 営業外収益合計 3,407 3,114

営業外費用   

 支払利息 2,730 1,857

 雑損失 10 0

 営業外費用合計 2,740 1,858

経常利益又は経常損失（△） 4,379 △2,662

特別損失   

 貸倒損失 － 793

 特別損失合計 － 793

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

4,379 △3,456

法人税、住民税及び事業税 635 591

法人税等調整額 3,924 △8,702

法人税等合計 4,559 △8,111

四半期純利益又は四半期純損失（△） △179 4,654

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△179 4,654
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △179 4,654

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △6,120 5,726

 退職給付に係る調整額 △36 △20,769

 その他の包括利益合計 △6,156 △15,042

四半期包括利益 △6,336 △10,387

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △6,336 △10,387

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)
 

該当事項はありません。

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)
 

該当事項はありません。

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

該当事項はありません。

 

 

(追加情報)
 

平成29年６月29日開催の第47回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金の打ち切

り支給を決定いたしました。　

これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額の未払分70,945千円を「長期未払金」と

して固定負債に含めて表示しております。

　なお、連結子会社については引き続き、役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく要支給額を「役員

退職慰労引当金」（固定負債）に計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 1,989千円 6,733千円

   
 

 

(株主資本等関係)
 

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)
 

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 14,674 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動
　

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額
　

無配のため記載すべき事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動
　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建物総合管理
サービス事業

人材サービス
事業

介護サービス
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,022,775 300,781 23,978 1,347,535 ― 1,347,535

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,022,775 300,781 23,978 1,347,535 ― 1,347,535

セグメント利益又は損失(△) 78,103 10,086 △200 87,989 △84,277 3,711
 

 

（注）１.セグメント利益の調整額△84,277千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な内

容は、報告セグメントに帰属しない提出会社の総務部門等の管理部門にかかる費用であります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建物総合管理
サービス事業

人材サービス
事業

介護サービス
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,069,512 256,837 23,059 1,349,409 ― 1,349,409

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,069,512 256,837 23,059 1,349,409 ― 1,349,409

セグメント利益又は損失(△) 75,207 2,584 △411 77,380 △81,299 △3,918
 

 

（注）１.セグメント利益の調整額△81,299千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な内

容は、報告セグメントに帰属しない提出会社の総務部門等の管理部門にかかる費用であります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)
　

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(有価証券関係)
　

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(デリバティブ取引関係)
　

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

 

(企業結合等関係)
　

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社アール・エス・シー(E04978)

四半期報告書

16/19



(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
　 １株当たり四半期純損失金額(△)

△6銭 １円　59銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△179 4,654

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△179 4,654

普通株式の期中平均株式数(株) 2,934,986 2,934,986
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

(重要な後発事象)
　

該当事項はありません。　

 

 

 

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月８日

株式会社アール・エス・シー

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　野　　秀　　俊   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　河　　島　　啓　　太   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アー

ル・エス・シーの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月

１日から平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アール・エス・シー及び連結子会社の平成29年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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